
『補助金等の交付により造成した基金等に関する基準』等に基づく公表資料

１．基金の概要（平成２０年度）
基 金 の 名 称 高齢者居住安定基金

（リフォーム融資債務保証事業、マンション建替え等融資債務保
証事業）

法 人 名 財団法人高齢者住宅財団
基金額 百万円（ 百万円 （平成 年４月１日現在）（ ）国庫補助金等相当額 514 514 20）
基 金 事 業 の 概 要 ・バリアフリーリフォームのための高齢者に対する特別な融資に

係る債務保証（リフォーム融資債務保証事業）
・従前居住者である高齢者が行う共同建替え及びマンション建替
えに係る建築物の建設等のための高齢者に対する特別な融資に
かかる債務保証（マンション建替え等融資債務保証事業）
・賃貸住宅の貸主の不安の主要な要因となっている滞納家賃に対
する貸主の不安を解消するための家賃債務保証（家賃債務保証
事業）
・高齢者の所有する戸建て住宅等を、広い住宅を必要とする子育
て世帯等へ賃貸することを円滑化する高齢者の住み替え支援制
度に係る債務保証（住み替え支援保証事業）

２．見直し結果（平成２０年度）
項 目 講 ず る 措 置

実施した見直しの概要 ○今後とも基金基準に適合するよう指導監督を実施（平成
20年12月24日行政改革推進本部決
定における措置内容等）
基金事業を終了する時期 ○ リフォーム融資債務保証事業及び家賃債務保証事業について

は、高齢者居住法を受けて実施される事業であって、事業を終
了する時期について法律に特段の定めがない基金事業であるこ
と。この事業の目的である高齢者等の居住の安定の確保は、国が
責任をもって計画的に推進していくべき分野であること。また、
民間事業者の能力の活用及び既存の住宅の有効活用により実施し
ていくための基本的なツールとして、高齢社会における高齢者の
生活を支える基盤となるものであることから、時限的な措置にな
じむものではなく、当該事業については終期を設定しない。
○ マンション建替え等融資債務保証事業及び住み替え支援保証
事業については、平成２７年度末に事業を終了する。ただし、高
齢者の居住の安定等に係る社会情勢への対応のため、事業を継続
する必要性が認められる場合には、終了する時期を延長する。

次回の見直し時期 ○ 次回見直しは平成２３年度までに実施する。
基金事業の目標 ○家賃債務保証事業について、高齢者の賃貸住宅への円滑な入居

の促進
○リフォーム融資債務保証事業について、高齢者の居住する住宅
の円滑な改修の促進
○マンション建替え等融資債務保証事業について、高齢者が居住
する老朽化したマンションの円滑な建替えの促進
○住み替え支援保証事業について、持家を有する高齢者の高齢期
の生活に適した住宅への円滑な住み替えの促進

目標達成度の評価 ○高齢者の賃貸住宅の円滑な入居、高齢者の居住する住宅の円滑
な改修、高齢者が居住する老朽化したマンションの円滑な建替え
の促進、高齢者の高齢期の生活に適した住宅への円滑な住み替え
の促進について、着実に実績があがってきているところ。今後と
も、各事業により、高齢者の居住の安定確保等を実現していく。

基金の保有割合 ○ 算出した保有割合は、０．７９であった。算出に用いた方式
及び数値については、以下の通りである。

基金の保有割合の算出 （算出に用いた方式）
保有割合＝直近年度末の基金額×基金保有額に対する債務保証限
度額の倍率÷（債務保証残高＋債務保証見込額）
（算出に用いた数値）
直近年度末の基金額：平成 年度末の基金額：５１４百万円19

、 、債務保証限度倍率：家賃債務保証事業 融資債務保証事業３０倍
住み替え支援保証事業１２．５倍
債務保証残高：平成１９年度末：家賃債務保証事業２１９百万
円、融資債務保証事業７３５百万円、住み替え支援保証事業１０
９百万円
債務保証見込額：平成２０年度～平成２７年度末：家賃債務保証
事業３６１百万円、融資債務保証事業１５７５百万円、住み替え
支援保証事業６６２８百万円



使用見込みの低い基金等の 使用見込みの低い基金等の該当の有無 有・無
取扱いの検討結果

その他


